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１．在留資格「特定技能」に係る全般事項
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２．造船・舶用工業分野に係る事項
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造船・舶用工業分野における外国人材のキャリアパス

【第１号技能実習】

【第２号技能実習】

技能実習経験者
新制度

技能実習未経験者

・冒頭約２ヶ月の研修（日本語研修を
含む）を実施［実施主体：監理団体
or企業単独型受入企業］

２
年

１
年

日
本
滞
在
通
算
５
年

【特定技能1号】

技
能
実
習

新
た
な
在
留
資
格

第２号技能実習修了

【第１号技能実習】

【第２号技能実習】

現行

第１号技能実習修了

【特定活動（造船）】
〔職種（業務区分）〕
建具製作、とび、配管、機械加工、鉄工、
仕上げ、塗装、溶接、強化プラスチック成形

２
年

１
年

２
年
又
は
３
年

現行、引き続きの在留不可

第１号技能実習修了

造船・舶用工業分野特定技能１号試験※、日
本語能力試験に合格 第２号技能実習修了

【特定技能2号】

造船・舶用工業分野特定技能２号試験（溶接）に合格、監督者の実務経験（２
年以上）

※外国人造船就労者受入事業
（特定活動）は2022年度末

（新規受入は2020年度末）まで継続。

〔試験〕
・海外及び国内で実施予定。

移行可能
※在留期間は
改めて通算５年

・在留期間について、更新制限無し
・家族の帯同可
・受入れ機関又は登録支援機関の支援の対象外

・在留期間について、通算５年を超える形での更新無し
・家族の帯同不可
・受入れ機関又は登録支援機関の支援の対象
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〔職種（業務区分）〕
溶接

帰国等

〔職種（業務区分）〕
溶接、塗装、鉄工、仕上げ、機械加工、電気機器組立て

※ ６職種（溶接、塗装、鉄工、仕上げ、
機械加工、電気機器組立て）についてそれ
ぞれ試験を実施。
溶接以外の５職種については技能検定３級
も可。



造船・舶用工業分野における業務区分・試験区分等について

業務区分 試験区分（技能試験） 技能実習対応職種（作業）

溶接 造船・舶用工業分野特定技能１号試験（仮称）（溶接） 溶接（手溶接、半自動溶接）

塗装 造船・舶用工業分野特定技能１号試験（仮称）（塗装）又は技能検定３級 塗装（金属塗装作業、噴霧塗装作業）

鉄工 造船・舶用工業分野特定技能１号試験（仮称）（鉄工）又は技能検定３級 鉄工（構造物鉄工作業）

仕上げ 造船・舶用工業分野特定技能１号試験（仮称）（仕上げ）又は技能検定３
級

仕上げ（治工具仕上げ作業、金型仕上げ作業、機械組立仕上げ作業）

機械加工 造船・舶用工業分野特定技能１号試験（仮称）（機械加工）又は技能検
定３級

機械加工（普通旋盤作業、数値制御旋盤作業、フライス盤作業、マシニン
グセンタ作業）

電気機器
組立て

造船・舶用工業分野特定技能１号試験（仮称）（電気機器組立て）又は技
能検定３級

電気機器組立て（回転電機組立て作業、変圧器組立て作業、配電盤・制
御盤組立て作業、開閉制御器具組立て作業、回転電機巻線製作作業）

業務区分 試験区分

溶接 造船・舶用工業分野特定技能２号試験（仮称）（溶接）

技能試験 日本語試験

■造船・舶用工業分野特定技能１号試験（仮称）
試験言語：日本語
実施主体：（一財）日本海事協会
実施方法：学科試験及び実技試験
実施回数：随時（国外及び国内で実施）
開始時期：平成３１年度内予定

■日本語能力判定テスト（仮称）
実施主体：独立行政法人国際交流基金
実施回数：年おおむね６回開始時期：平成３１年秋以降

■日本語能力試験（Ｎ４以上）
実施主体：独立行政法人国際交流基金及び日本国際教育支援協会
実施回数：国内外で実施。国外では２３９都市で１～２回実施。（平成２９年度実績）

＜業務区分・試験区分・技能実習対応職種＞

＜試験（技能試験・日本語試験）＞

技能試験

■造船・舶用工業分野特定技能２号試験（仮称）
試験言語：日本語
実施主体：（一財）日本海事協会
実施方法：実技試験（予定）
実施回数：随時（国内で実施）
開始時期：平成３３年度内予定

＜業務区分・試験区分＞ ＜試験（技能試験）＞

※特定技能２号へ移行する場合は、試験合格に加えて、造船・舶用工業において複数の
作業員を指揮・命令・管理する監督者としての実務経験を２年以上有することを要件とする。 7

特定技能１号

特定技能２号



造船・舶用工業分野における特定技能外国人受入れに係る事項

① 国交省が組織する協議会に参加し、必要な協力を行うこと
② 国交省が行う調査又は指導に対し、必要な協力を行うこと
③ 登録支援機関に支援計画の実施を委託するに当たっては、上記条件を満たす登録支援機関に委託すること

④ 造船法に基づき造船業の届出をした者、小型船造船業法に基づき小型船造船業の登録を受けている者その他
の造船・舶用工業分野に係る事業を営む者（造船・舶用工業事業者）であること

⑤ 特定技能外国人の雇用形態は、直接雇用に限ること

造船・舶用工業分野における１号特定技能外国人の向こう５年間の受入れ見込数は最大１万3,000人であり、これを向こう５
年間の受入れの上限として運用する。

① 造船・舶用工業分野の試験の合格又は技能実習２号移行対象職種・作業終了により確認された技能を要する業務
【特定技能１号】 溶接、塗装、鉄工、仕上げ、機械加工、電気機器組立て
【特定技能２号】 溶接

② ①の業務に従事する日本人が通常従事する関連業務
（例） 読図作業、作業工程管理、検査（外観，寸法，材質，強度，非破壊，耐圧気密等）、機器・装置・工具の保守管理、

機器・装置・運搬機の運転、資材の材料管理・配置、部品・製品の養生、足場の組立て・解体、廃材処理、
梱包・出荷、資材・部品・製品の運搬、入出渠、清掃

8

受入れ見込数

特定技能所属機関が満たすべき基準（造船・舶用工業分野固有の事項）

特定技能外国人が従事する業務

※ 特定技能所属機関が満たすべき基準、特定技能外国人が従事する業務の遵守について、「造船・舶用工業分野における特定技能外国人の受入れに関する誓約書」に記
入・署名の上、地方出入国在留管理局へ「在留資格認定証明書交付申請」又は「在留資格変更許可申請」を行う際に、提出していただく必要があります。なお、「造船・舶用工
業分野における特定技能外国人の受入れに関する誓約書」については、国交省及び法務省のHPよりダウンロードができます。



造船・舶用工業分野特定技能協議会
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協議会は、特定技能外国人の適正な受入れ及び保護を行うため、また、各地域の特定技能所属機関が必要
な特定技能外国人を受け入れるため、構成員が相互に連絡を図り有用な情報を共有すること及び必要な措置
を講ずることを目的とする。

造船・舶用工業分野特定技能協議会

学識者 特定技能
所属機関

登録支
援機関

業界団体 試験実施機関 関係省庁

・国交省（事務局）
・法務省
・厚労省
・外務省
・警察庁

・日本海事協会・日本造船工業会

・日本中小型造船
工業会

・日本造船協力事
業者団体連合会
・日本舶用工業会

・小塚 荘一郎 教授（学習院大学法学部）

・佐久間 一浩 部長（全国中小企業団体中
央会事務局次長兼労働政策部）

・野川 忍 専任教授（明治大学法科大学院
法務研究科）
・弥久末 顕 事務局長（日本基幹産業労働
組合連合会）

① 特定技能外国人の受入れに係る制度の趣旨や優良事例の周知
② 受入れに係る人権上の問題等への対応策の検討
③ 特定技能所属機関等に対する法令遵守の啓発

④ 特定技能所属機関の倒産時等における特定技能外国人に対する転職支援（特定技能所属機関等が支援義務を果たせない場合における情報提供等
の必要な協力）

⑤ 就業構造の変化や経済情勢の変化に関する情報の把握・分析
⑥ 地域別の人手不足の状況の把握・分析

⑦ 前号の把握・分析を踏まえた大都市圏等への集中回避に係る対応策の検討・調整（看過しがたい偏在が生じた場合の協議会による大都市圏での受
入れの自粛要請や、特定技能所属機関による他の機関に雇用されている特定技能外国人の引抜きの自粛要請等を含む 。）

⑧ 造船・舶用工業分野における生産性向上や国内人材確保のための取組の調査・啓発
⑨ 特定技能所属機関及び登録支援機関に対する構成員であることの証明
⑩ その他、協議会の目的を達成するために必要な情報・課題の共有等

構成員

目的

活動内容



造船・舶用工業分野に係る事業を営む者（造船・舶用工業事業者）
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＜造船業＞ ※特定活動と同様

① 造船法（昭和２５年法律第１２９号）第６条第１項第１号又は第２号の届出を行っている者

② 小型船造船業法（昭和４１年法律第１１９号）第４条の登録を受けている者

③ 上記①又は②の者からの委託を現に受けて船体の一部の製造又は修繕を行う者

＜舶用工業＞ （造船業に該当する者を除く。）
① 造船法第６条第１項第３号又は第４号の届出を行っている者

② 船舶安全法（昭和８年法律第１１号）第６条の２の事業場の認定を受けている者

③ 船舶安全法第６条の３の整備規程の認可を受けている者

④ 船舶安全法第６条の３の事業場の認定を受けている者

⑤ 船舶安全法第６条の４の型式承認を受けている者

⑥ 海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律（昭和４５年法律第１３６号）の規定に基づき、上記②から
⑤までに相当する制度の適用を受けている者

⑦ 工業標準化法（昭和２４年法律第１８５号）第１９条第１項の規定に基づき、部門記号Ｆに分類される鉱工業
品に係る日本工業規格について登録を受けた者の認証を受けている者

⑧ 船舶安全法第２条第１項に掲げる事項に係る物件（構成部品等を含む。）の製造又は修繕を行う者

⑨ 造船造機統計調査規則（昭和２５年運輸省令第１４号）第５条第２号に規定する船舶用機関又は船舶用
品（構成部品等を含む。）の製造又は修繕を行う者であって同規則に基づき調査票の提出を行っているも
の

⑩ 上記以外で、①から⑨までに規定する者に準ずるものとして国土交通省海事局船舶産業課長が認める者

※ 「造船・舶用工業分野に係る特定技能外国人受入れに係る事務取扱要領（平成31年3月25日）」に規定



造船・舶用工業事業者の確認手続き・協議会加入手続き等
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STEP
1

確認申請書（様式第１号）の提出
○必要の事項を記入の上、下記の書類ととも

に、郵送により海事局船舶産業課へ提出をお

願いします。

＜添付書類＞

・登記事項証明書

・必要に応じて、造船・舶用工業分野に係る事

業を営んでいる事業者（造船・舶用工業事業

者）であることを証明するための資料（請負契

約書、売買契約書、定款、有価証券報告書等）

STEP
2

確認通知書（様式第２）の交付
○申請内容を確認し、造船・舶用工業事業者
であることを確認した場合、確認通知書を交付
します。

①造船・舶用工業分野に係る事業を営む者（造船・
舶用工業事業者）であることの確認手続き

②特定技能所属機関の
協議会加入手続き

STEP
1

確認申請書（様式第４
号）の提出
○必要の事項を記入の上、

下記の書類とともに、郵送

により海事局船舶産業課へ

提出をお願いします。

STEP
2

加入通知書（様式第
５号）の交付
○申請内容を確認し、造

船・舶用工業事業者である

ことを確認した場合、協議

会の構成員とし、加入通知

書を交付します。

STEP
1

確認申請書（様式第６号）の提出
○必要の事項を記入の上、下記の書類とと

もに、郵送により海事局船舶産業課へ提出

をお願いします。

＜添付書類＞

・登記事項証明書

・登録支援機関であることを証する書類

STEP
2

加入通知書（様式第７号）の交付
○申請内容を確認し、造船・舶用工業事業

者と委託契約を締結している（又は締結す

る予定である）ことを確認した場合、協議会

の構成員とし、加入通知書を交付します。

③登録支援機関の協議会加入手続き

「造船・舶用工業分野に係る特定技能外国人受入れに係る事務取扱要領（平成31年3月25日）」に、下記の手続きを規定。
① 「 造船・舶用工業分野に係る事業を営む者であること」の確認手続き

② 特定技能所属機関の造船・舶用工業分野特定技能協議会加入手続き※

③ 登録支援機関の造船・舶用工業分野特定技能協議会加入手続き※ ※ 変更・退会手続きも規定

特定技能外国人を受け入れる場合は、地方出入国在留管理局へ「在留資格認定証明書交付申請」又は「在留資格変更許可申請」を行う
際に、これらの通知書（様式第２号及び様式第５号並びに必要に応じて様式第７号）を提出をお願いします。

※ 確認通知書の有効期間は５年 ※ ①と同時に申請可能

※ 初めて特定技能外国人を受け入れる受入れ機関及び初めて支援を実施する登録支援機関は、当該外国人材の入国後、４ヶ月以内に協議会への加
入していただく必要があります。協議会へ加入するまでの期間は、「造船・舶用工業分野における特定技能外国人の受入れに関する誓約書」を提出するこ
とにより担保されます。



○ 2019年２月末時点での外国人就労者数（造船特定活動）は2,813人であり、職種は溶接が約90％を占めている。
○ 出身国は中国、フィリピン、ベトナムで90％以上を占めている。
○ 外国人技能実習生は、2018年３月末時点で5,471人となっている。

（参考）造船分野における外国人材の活用

期間：2015年度～2022年度末まで
（新規受入は2020年度末まで）
受入対象者：技能実習（第２号または第３号）修了者
（過去に修了し帰国した者を含む）

在留資格：特定活動
在留期間：2年以内
※本特定活動開始までの間に、本国に１年以上帰国した者は３年以内

制度概要

○2018年３月末時点の技能実習生数 5,471人

１．外国人造船就労者受入事業（造船特定活動）

２．外国人技能実習制度

入国 日本国内での
技能実習 特定活動 帰国

送り出し国での
事前準備、
入国審査等

１
年
目

２
年
目

３
年
目

１
年
目

２
年
目

入国帰国

入国 日本国内での
技能実習 特定活動

帰国入国帰国

送り出し国での
事前準備、
入国審査等

１
年
目

２
年
目

３
年
目

１
年
目

２
年
目

３
年
目

一年以上経過

一年
未満

○2019年２月末時点の就労者数 2,813人
事業実施状況

＜造船特定活動への受入れの流れ＞
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19%

インドネシア
7%

タイ
2%

出身国別比率

東北地方
7%

関東地方
2%

中部地方
9%

近畿地方
6%

中国地方
29%

四国地方
32%

九州地方
15%

就労地域別比率
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我が国舶用工業製品
品目別出来高構成比

（２０１５年）

舶用工業製品生産額・輸出額・輸入額の推移

出展：平成27年 舶用工業統計年報

主な舶用工業製品

＜エンジン＞ ＜舶用補助機械（ポンプ）＞

＜プロペラ＞ ＜航海用機器＞

（億円）

7,222 7,594 7,975 8,012 
8,795 

9,757 
10,842 

13,017 
13,652 

11,389 11,178 
10,507 

9,546 
8,716 

9,729 10,221 9,757 

1,947 2,068 2,439 2,508 2,710 2,961 3,517 3,787 4,240 
3,310 3,542 3,451 3,128 3,674 3,779 3,525 3,870 

253 232 362 584 381 281 419 503 506 467 429 690 417 503 619 630 538 
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生産額 輸出額 輸入額

（参考）舶用工業分野における外国人材の活用

○ 2016年の日本の舶用工業生産額は9,757億円（前年比4.5%減）。輸出は約4割の3,870億円（前年比5.2%増）。
○ 輸出される主な舶用機器は、舶用機関（エンジン）、舶用補助機械（ポンプ等）、プロペラ、航海用機器等。
○ 2016年末の舶用工業事業所数は1,131事業所（前年比1.0%減）であり、従業員数は約49,000人（前年比2.8%増）。

（人） （人）

外国人技能実習生：３９０人
受入企業：３０社
・団体監理型：２８社
・企業単独型：１社
・団体監理型・企業単独型の双方で受入れ：１社

○２０１９年１月１日現在
※（一社）日本舶用工業会調べ

舶用工業の現状

技能実習生の受入状況
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職種別受入人数
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